
（公表用） 

岩手県福祉サービス第三者評価の結果 

① 第三者評価機関名 

社会福祉法人 岩手県社会福祉協議会 

 

② 評価調査者研修修了番号 

○ 第 129号 

○ 第 95号 

○ 第 149号 

 

③ 施設・事業所情報 

施設名称: ワークセンターむろおか 種別: 多機能型施設 

代表者（職名）氏名: 佐々木 亮 定員・利用人数:定員 40名、実利用人数 46名 

所在地: 岩手県紫波郡矢巾町大字室岡 12-124 

TEL: 019-697-6856 ホームページ: http//i-shinseikai.jp 

【施設・事業所の概要】多機能型（就労移行、就労継続支援 B型、生活介護、就労定着支援） 

開設年月日: 平成 16年 4月 1日 

経営法人・設置主体（法人名・理事長名等）:社会福祉法人新生会 理事長 阿部 肇男 

職員数 常勤職員:               16名 非常勤職員:               4名 

専門職員 

 

 

（専門職の名称:       16名） 看護師（パート） 1名 

施設長兼総務支援部長 1名 運転手兼生活支援員（パート） 2名 

支援課長 1名 調理員（パート） 1名 

主任就労支援員 1名  

主任生活支援員 1名  

書記兼生活支援員 1名  

職業指導員 5名  

生活支援員 3名  

目標工賃達成指導員 1名  

調理員 2名  

施設・設備 

の概要 

（居室名・定員:        室） （設備等） 

作業場 トイレ（男） 

事務室 トイレ（女） 

相談室 洗濯室 

更衣室 機械室 

多目的室  

 

 

 

 

 



④ 理念・基本方針 

〇理念「輝く命」 

体と心は病気になりますが、命は病気にならない。気がついたら歩けない体に住んでいた。手が使え

ない体に住んでいた。住んだ体はどうであれ、命はみな同じで、生きることのスタートは命があると

いうことからです。よりよい状態で生き続けることこそが幸せと思います。この人たちが、今日もま

た生きていることを楽しみ、飾りのない命を見せてくれます。 

日浦美智江著みんな一緒にから引用 

 

〇基本方針 

第一 人権の尊重：私たちは、利用者の人権を侵害することなく障がいがあるが故の差別をしてはな

らない 

第二 四者一体での運営：私たちは、利用者・家族・職員・役員の四者一体となって運営を図らなけ

ればならない 

第三 倫理の確立：私たちは、法令遵守や高い倫理観が求められており、常に人格・資質の高揚に努

めなければならない 

第四 地域生活支援の活動強化：私たちは、地域と連携し、要援護者に対してよりよい支援提供に努

めなければならない 

 

⑤ 施設・事業所の特徴的な取組（サービス内容） 

 

 

 

 

 

・就労移行支援事業 

 定員 6名です。昨年度は 3名の一般就労を達成しています。毎年就労者を輩出しています。 

 「エコレストランあいのの」での直接お客様と対峙したレストラン業務の就労訓練、また、本体施

設で軽作業を行いながら、就労を目標としている方の支援を行っています。 

・就労継続支援 B型事業 

 フルーツキャップやクリーニング作業、おしぼり作業や農福連携の作業等軽作業が中心です。日帰

り旅行や納涼会、地域の祭などの行事への参加、休日にはビジネス塾や外出行事サークル活動を行う

など余暇活動にも力を入れています。 

・生活介護事業 

 就労継続支援 B 型と連携し作業主体の活動としながら、その他には、創作活動、買い物支援やドラ

イブ、調理実習等幅広い活動を提供しています。 

・就労定着支援事業 

 障がい者の就職後のフォローは、就労移行支援と併せて大切な事業と考えています。就労先への定

着を目指すためには、利用者様だけではなく、企業様にとっても、途切れることなく継続的に相談に

応じることが重要と考えています。 

・日中一時支援事業 

 要望があった時に提供しています。 



⑥ 第三者評価の受審状況 

評価実施期間 
令和 7年 6月 25日（契約日） ～ 

令和 8年 2月 26日（評価結果確定日） 

受審回数（前回の受審時期）   4回（令和 4年度） 

 

⑦ 総 評 

◇ 特に評価の高い点 

利用者の主体性を引き出す運営と、徹底した合理的配慮の実践 

利用者を支援の客体ではなく運営の主体として位置づけ、その自尊心や意欲を高めるための具

体的な仕組みが現場に根付いている点とする。 

・利用者主体の運営体制： 代表者が事務室で欠席者や作業内容をメモし、自ら進行を担う利用

者主体の朝礼や、利用者が自ら目標を設定するリスクマネジメント委員会など、働く主体と

しての自覚を促す仕組みが確立されている。 

・多角的な合理的配慮： 音に敏感な方へのラジオ使用許可、安心感を高めるための新幹線が見

える席の配置、写真やイラストを用いたマカトンカードによる視覚支援など、個々の特性に

応じた環境調整が極めて細やかである。 

・高い就労定着支援： LINEを活用した相談体制や、企業に対して写真付き資料で配慮事項を説

明するなどの工夫により、6〜7年以上の長期就労継続事例を複数生み出す高い実績を誇って

いる。 

 

◇ 改善を要する点 

定められた評価基準にもとづいた定期的な福祉サービスの質の向上への取組 

 第三者評価をこれまで３年に１回定期的に受審しその都度自己評価されている。 

 しかし、第三者評価を受審しない年は定められた評価基準による自己評価が行われていないこ

とから毎年自己評価を行い、結果分析、分析内容についての検討までの仕組みを組織として定め福

祉サービスの質の向上に関する取組を行う必要がある。 

 

 

⑧ 第三者評価結果に対する事業者のコメント 

ワークセンターむろおかは、令和 7年 12月 16日（火）に福祉サービス第三者評価を受審いた

しました。当施設として 4回目の受審となります。 

 今回の受審を通じて、福祉サービス提供における「理念の確立」、「質の向上」、「日々の業

務」、「地域連携」等について、あらためて検証し見直す貴重な機会となりました。この場をお借

りし、評価調査者の皆様をはじめ、関係各位に深く感謝申し上げます。 

 評価結果報告会においては、結果に対する分析・検討の重要性、ならびに、自己評価の大切

さ、そしてその継続が、サービスの向上・利用者支援の向上につながる旨ご説明いただきまし

た。そのことを踏まえ、当施設においても「全職員による全項目の自己評価」、「結果の具体的な

分析と検討」、「改善点を施設内委員会の取り組みにする」など、単年度にとどまらない中長期的

な体制整備を検討してまいります。 

 一方で、今後も前向きに第三者評価を受審していくため、以下の点について、期待を抱いてお

ります。 

 



① 受審結果が、施設経営に一定の「可視的効果」として反映されること  

例：利用率向上、利用者確保、人材確保等。事前研修にて「そのための制度ではない」と伺って

おりますが、受審施設として率直に期待したいところでございます。 

② 受審プロセスにおける業務負担の軽減 

事前書類の整備や準備時間の確保など、現場の負担が少なくありません。調査方法の見直しや

DX・ICTの活用により、効率的な受審体制が構築されることを願っております。 

③ 福祉人材確保の観点から、処遇改善や働き方改革に関する取り組みが、より適切に評価され

る仕組み 

業務軽減、給与の検討、有給取得率、人材定着率、福利厚生、職員健康管理などが、評価とし

て明確に示されることが、労務管理を担当する職員の意欲向上に寄与すると考えております。 

 

以上、今後とも当施設の運営につきましては、変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上

げ、結びとさせていただきます。 

 

⑨ 第三者評価結果 

  別紙の「第三者評価結果」に記載している事項について公表する。  
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4 ｂ

5 ｂ
　単年度の計画は、中・長期計画を反映しているが、内容が十分ではない。
　中長期経営計画（R3～R8）の中に施設別にR3～R5までの年度別行動計画が記載している。
　しかし、数値目標の設定がされていないことから実施状況の評価を具体的に行えないので、数値目標の設定が求められる。

（別紙）

　第三者評価結果

評価対象　Ⅰ　福祉サービスの基本方針と組織

I-１　理念・基本方針

I-３　事業計画の策定

I-１-(1)　理念、基本方針が確立・周知されている。

ワークセンターむろおか受審事業所名：

I-１-(1)-①　理念、基本方針が明文化され周知が図られている。

＜コメント１＞
　法人（福祉施設・事業所）の理念、基本方針が適切に明文化されており、職員、利用者等への周知が図られている。
　法人の理念は「輝く命」、また、基本方針は第1 人権の尊重、第２ 四者一体での運営、第３ 倫理の確立、第４ 地域生活支援の活動強化
と明文化されている。これらは事業所内の作業室、事務室に掲示し職員・利用者等が常に見られるようにしている。基本理念は利用者が
分担し大きな紙に手書きで記載し、これを毎月利用者と職員が読み合わせを行っている。理念と基本方針は事業計画書やパンフレットに
記載し、ホームページに記載し利用者や家族へ周知を図っている。

I-２　経営状況の把握

I-２-(1)　経営環境の変化等に適切に対応している。

I-２-(1)-①　事業経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・分析されている。

　事業経営を取り巻く環境と経営状況が把握・分析されているが、分析が十分ではない。
　地域の障がい福祉計画の内容を把握しているほか経営状況について利用者の利用状況を前年度の同月と比較し増減を確認し、職員会
議で職員に周知している。また、職員会議で「軽作業・洗濯事業就労会計」として毎月の作業収入を確認できるようにもしている。
　しかし、福祉サービスのニーズ、潜在的利用者に関する客観的データの収集が行われておらず、地域での特徴・変化等の経営環境や課
題の把握・分析を的確に行うことが望まれる。

I-２-(1)-②　経営課題を明確にし、具体的な取り組みを進めている。

　経営環境と経営状況の把握・分析にもとづき、取組を進めているが十分ではない。
　経営状況の把握・分析は事業計画の進捗状況について毎月の経営企画会議で行っている。また、役員間には理事会・評議員会におい
て報告を行い改善すべき課題等について共有されている。
　「エコレストランあいのの」については売り上げ分析を毎月行い、客層や売上の推移を確認しているほか、課題解決に資するため来店客
に毎月アンケートを実施しニーズの把握に努めている。
　しかし、経営環境と経営状況の把握分析に基づく具体的な取組が求められる。

I-３-(1)　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。

I-３-(1)-①　中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されている。

　経営や実施する福祉サービスに関する、中・長期の事業計画または中・長期の収支計画のどちらかを策定していなく、十分ではない。
　令和３年３月にⅣ期・Ⅴ期中長期計画（平成27年度～平成32年度）の評価を基に令和３年度～８年度までの第Ⅵ期中長期経営計画を策
定している。
　しかし、中・長期の収支計画については策定されておらず収支計画の策定が求められる。

I-３-(1)-②　中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されている。
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評価対象　II　組織の運営管理

II-１　管理者の責任とリーダーシップ

II-１-(1)　管理者の責任が明確にされている。

II-１-(1)-①　管理者は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理解を図っている。

I-４-(1)-①　福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行われ、機能している。

　福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行われているが、十分に機能していない。
　モニタリングにおいて個別支援計画をPDCAサイクルに基づき実施し、半年ごとに見直しも行っている。また、リスクマネジメント委員会、
給食委員会等の各委員会は職員代表と利用者代表から構成され、定期的に協議を行っている。これらについては職員会議にて報告等を
行い、利用者に対しては毎月の全体朝礼時に報告を行うなど、職員・利用者が同じ情報を共有するように努めている。
　しかし、定められた評価基準に基づく、年１回以上の自己評価が行われていないことから検討・改善が求められる。

I-４-(1)-②　評価結果にもとづき組織として取組むべき課題を明確にし、計画的な改善策
を実施している。

　評価結果を分析し、組織として取組むべき課題を明確にしているが、改善策や改善実施計画を立て実施するまでには至っていない。
　第三者評価は定期的に受審している。前回（令和4年度）受審した一連の資料を事務室内に配備して常に確認できるような流れとしてい
る。また、平成29年度受審以降、事業所内に施設サービス委員会を立ち上げている。
　しかし、評価結果から明確になった課題について、職員の参画のもとで改善策や改善計画を策定する仕組みがないので、検討・改善の
必要がある。

I-４-(1)　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。

I-３-(2)-①　事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが組織的に行われ、職員
が理解している。

　事業計画が職員等の参画のもとで策定されているが、実施状況の把握や評価・見直し、または、職員の理解が十分ではない。
　事業計画は、年度開始時に職員に配布し、周知を行っている。
　また、計画の進捗状況について職員会議において確認している。
　しかし、事業計画の実施状況が、あらかじめ定められた時期、手順に基づいて把握されていないことから検討・改善の必要がある。

I-３-(2)-②　事業計画は、利用者等に周知され、理解を促している。

　事業計画を利用者等に周知しているが、内容の理解を促すための取組みが十分ではない。
　事業計画の周知の方法として事業所内の玄関に備え付け、利用者の目にとまりやすいようにしている。そのことを全体朝礼で説明してお
り、要望により個別で説明もしている。
　また、利用者の家族会に対しては家族会総会や役員会で説明をしている。
　しかし、ルビをふったり全体をわかりやすいようにした資料は作成されていないことから、利用者がより理解しやすいような工夫が求めれ
る。

　管理者は、自らの役割と責任を職員に対して明らかにし、理解されるよう取り組んでいるが、十分ではない。
　広報誌「HIKARE」や、ホームページ上において自らの役割と責任について掲載し表明している。また職員会議時伝えたいことを必ず書面
を用いて、目で確認できるように心がけ資料を配布している。口頭のみではなめ欠席職員に対しての周知もより可能となっている。
　しかし、有事における管理者の役割と責任について、不在時の権限委任等が明確化されていないので明確化する必要がある。

I-４　福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組

I-３-(2)　事業計画が適切に策定されている。

II-１-(1)-②　遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行っている。

　管理者は、遵守すべき法令等を正しく理解するために積極的な取組を行っている。
　労働関係法規の研修に参加するほか、新任職員研修時に遵守すべき法令等について周知している。
　また、利用者の意思決定についても職員主導にならないように内部研修も行っている。
　虐待防止セルフチェックリスト、ハラスメントチェックリストのほかに今年度より運転士を含む全職員に対し出勤時にアルコールチェックも
実施している。
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　管理者は、実施する福祉サービスの質の向上に意欲を持ち、組織としての取組に十分な指導力を発揮している。
　毎月の職員会議では職員向けに資料を作成し福祉サービスの質の向上について具体的な取組を明示している。
管理者は開所日の利用者朝礼時には利用者代表と一緒に司会を務め、利用者に情報提供をするとともに、利用者に発言しやすいように
配慮している。
　福祉サービスの質の向上のため利用者への対応は口頭で伝えることは勿論のこと、可能な限り目で見える情報提供にも心がけている。
1日の流れや、各作業の工程についても掲示しており、求めに応じて、更なる口頭説明も行っている。

II-１-(2)-②　経営の改善や業務の実効性を高める取組に指導力を発揮している。

　管理者は、経営の改善や業務の実効性を高める取組に指導力を発揮しているが、十分ではない。
　経営の改善や業務の実効性の向上に向け、次年度の収入見込みをたて、計画的に施設運営に当たっている。作業収益を月ごとに職員
に周知し、職員が余裕をもって収益増の検討をしたり、営業ができるように取組んでいる。
　しかし、経営の改善や業務の実効性を高めるために組織内に具体的な体制を構築し自らもその活動に積極的に参画することが求められ
る。

II-２　福祉人材の確保・育成

II-２-(1)　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。

II-１-(2)　管理者のリーダーシップが発揮されている。

II-１-(2)-①　福祉サービスの質の向上に意欲をもち、その取組に指導力を発揮してい
る。

II-２-(2)-①　職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づくりに取組んでいる。

　職員の就業状況や意向を定期的に把握する仕組みはあるが、改善する仕組みの構築が十分ではない。
　職員の心身の健康と安全の確保についてはチェックリストを実施しており、業務上の悩みや心身の不調がないか確認しているほか、月
に1回外部のワーカーに委託し「こころの健康相談」を実施している。有給休暇が取りやすい職場の雰囲気を心掛けており、突発的に休暇
を取る際にも業務の交代など臨機応変に対応している。職員面談も人事考課面接等の定期的な面談のほか、必要に応じ随時個別の面談
を実施している。
　しかし、改善策については、福祉人材や人員体制に関する具体的な計画が反映されることが求められる。

II-２-(3)　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

II-２-(3)-①　職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。

　職員一人ひとりの育成に向けた目標管理等が行われていない。
　法人の期待する職員像は「社会福祉法人新生会人材育成・人事管理の基本的考え」に掲げ、法人の理念と４つの基本方針の実現のた
めに法人職員一人ひとりが共に目指すものと謳われている。また、「人材育成基本指針」を定め、「社会福祉法人新生会研修制度」」と「社
会福祉法人新生会人事考課制度」と相まって組織全体で職員の育成や能力開発を支えていくこととしている。
　しかし、職員一人ひとりの目標の設定は法人として今年度から実施しないこととなり目標達成の確認が行われていないので、今後の経過
を注視したい。

II-２-(1)-①　必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計画が確立し、取組が実
施されている。

　組織が目標とする福祉サービスの質を確保するため、必要な福祉人材や人員体制に関する具体的な計画が確立しているが、それにもと
づいた取組が十分ではない。
　福祉人材確保のため法人として新規卒業者の職員獲得に向け、マイナビ登録を行っている。そこからの見学希望に対しても積極的に受
入れをしている。また、県内の各種就職説明会にも本部職員が中心となり積極的に参加している。臨時職員に対しては正規登用試験も定
期的（年に2回）に行っており、人材の確保や定着の向上に努めている。
　しかし、福祉サービスの提供に関わる専門職の配置等、福祉人材や人員体制についての計画にもとづいた人材の確保など更に検討が
求められる。

II-２-(1)-②　総合的な人事管理が行われている。

　総合的な人事管理に関する取組が十分ではない。
　「社会福祉法人新生会人材育成・人事管理の基本的考え」を策定し、法人の期待する職員像を明確にしている。
　また、人材育成基本方針を定め教育研修制度及び人事考課制度を実施しており定期的な面談も行っている。
　しかし、把握した職員の意向・意見や評価・分析等にもとづき、改善策の検討がなされておらず、これらの検討・改善が求められる。

II-２-(2)　職員の就業状況に配慮がなされている。
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18 ｂ

19 ａ

第三者評価結果

20 ｂ

第三者評価結果

21 ｂ

22 ａ

第三者評価結果

23 ａ

II-２-(4)-①　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成について体制を整備
し、積極的な取組をしている。

　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成について体制を整備してはいるが、効果的な育成プログラムが用意されていない
など、積極的な取組には至っていない。
　「ワークセンターむろおか施設実習生受入れ要領」は整備されているほか、指導者に対する研修を実施している。
　しかし、実習生の受入れは法人の別の事業所で行われているため、受入実績が長期間ない状況であるので、法人での検討が望まれる。

II-３　運営の透明性の確保

II-３-(1)　運営の透明性を確保するための取組が行われている。

II-３-(1)-①　運営の透明性を確保するための情報公開が行われている。

II-２-(3)-②　職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定され、教育・研修が実施
されている。

　組織として職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定されているが、内容や教育・研修の実施が十分ではない。
　期待する職員像として「利用者・家族・地域に満足していただける人間力の高い職員」を掲げている。法人の人材育成委員会で年間職員
研修を企画し計画どおりに実施している。
　また、事業所としても年4回の研修を行うほか、外部研修に関してオンライン研修も含めて参加を前向きに検討している。
　しかし、教育・研修計画を定期的に評価・見直しが行われていないため、改善を期待したい。

II-２-(3)-③　職員一人ひとりの教育・研修の機会が確保されている。

　職員一人ひとりについて、教育・研修の機会が確保され、適切に教育・研修が実施されている。
　職員研修については、「人材育成基本方針」「教育研修制度実施要領」にもとづき計画的に実施しており法人内企画研修、施設内企画研
修（年4回）のほか外部研修への参加を促している。職員の有資格状況を把握し、都度の研修・講習に該当する職員へ参加を勧奨してい
る。

II-２-(4)　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。

＜コメント21＞
　福祉施設・事業所の事業や財務等に関する情報を公表しているが、方法や内容が十分ではない。
　ホームページを活用し法人理念や基本方針、事業内容及び事業報告、予算、決算報告が適切に公開されている。法人広報誌を関係機
関や地域に配付しており法人や各事業所の活動内容及び法人理念等を公表している。
　また、WAMNETに第三者評価受審結果を公表している。
　今後は、第三者評価の受審結果にもとづく改善・対応の状況についても公表されることが望まれる。

II-３-(1)-②　公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組が行われている。

＜コメント22＞
　公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取組が行われている。
　定期的に年4回法人監事による監査を実施し、適正な経営・運営がされているか確認が行われている。
　外部専門家の税理士法人より財務調査を実施しており、指摘事項についてはその都度改善している。

II-４-(1)-①　利用者と地域との交流を広げるための取組を行っている。

　利用者と地域との交流を広げるための地域への働きかけを積極的に行っている。
　地域との関わりについては法人の基本方針を明文化しており、事業計画・報告でも触れている。
　日常行事においても地域住民との関わりを大切にしている。地域行事はコロナ禍も落ち着き、以前行っていた「地域交流フェスティバル」
を今年度から「みんな輝くフェス」とし公共施設を利用し地域住民と利用者の交流の場となった。引き続き開催予定になっている。町内のイ
ベントへの参加や出店などを通し交流の機会を設けている。
　地域貢献活動とし「子ども会行事（ゲーム、食事提供等）」を室岡地区で行っており利用者参加も計画している。

II-４　地域との交流、地域貢献

II-４-(1)　地域との関係が適切に確保されている。
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24 ｂ

第三者評価結果

25 ｂ

第三者評価結果

26 ｂ

27 ｂ

第三者評価結果

28 ａ

II-４-(1)-②　ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確にし体制を確立している。

　ボランティア等の受入れに対する基本姿勢が明示されているが，受入れについての体制が十分に整備されていない。
　「ボランティア受け入れ要領」を整備し担当者を配置している。また、地域のボランティア研修の場としても協力している。
　新たに開催した「みんな輝くフェス」では地域の社会福祉協議会のボランティアセンターと連携してボランティアを受け入れた。
　しかし、ボランティアに対して利用者との交流を図る視点等で必要な研修、支援などの受入体制の整備が望まれる。

II-４-(2)　関係機関との連携が確保されている。

II-４-(2)-①　福祉施設・事業所として必要な社会資源を明確にし、関係機関等との連携
が適切に行われている。

　利用者によりよい福祉サービスを提供するために必要となる、関係機関・団体の機能や連絡方法を体系的に把握しているが、その関係
機関等と連携が十分ではない。
　地域の広域圏障害者自立支援協議会の構成員として定期的に会議に参加し、共通の課題に対し具体的に取組んでいる。職員には職員
会議で説明し情報の共有化を図っている。
　しかし、個々の利用者の状況に対応できる社会資源のを明示した資料は作成されていない。資料作成が望まれる。

評価対象　III　適切な福祉サービスの実施

III-１　利用者本位の福祉サービス

III-１-(1)　利用者を尊重する姿勢が明示されている。

III-１-(1)-①　利用者を尊重した福祉サービス提供について共通の理解をもつための取
組を行っている。

＜コメント28＞
  利用者を尊重した福祉サービス提供についての基本姿勢が明示され、組織内で共通の理解をもつための取組が行われている。
　法人の理念・基本方針を施設内に掲示するとともに、職員の名札裏にも記載し、日常的に意識づけと周知を図っている。
　毎月の職員会議および利用者全体朝礼では、当番制により法人理念の唱和を実施し、理念の共有と定着に努めている。
　法令遵守に関しては、規程を職員に配布し、新任職員研修において法人及び施設の方針を理解する機会を設けている。
　虐待防止については、外部研修への参加を促進するとともに、施設利用者から聞き取りを実施し、職員会議で報告・フィードバックを行う
等早期対応に努めている。
　職員自身は毎月「虐待防止職員セルフチェックリスト」を記入し、振り返りの機会を持ち、職員一人ひとりの意識向上と継続的な予防体制
の強化を図っている。

II-４-(３)　地域の福祉向上のための取組を行っている。

II-４-(3)-①　地域の福祉ニーズ等を把握するための取組が行われている。

　地域の具体的な福祉ニーズ・生活課題等を把握するための取組を行っているが、十分ではない。
　地域の福祉法人の生活支援ネットワーク事業に参加し、地域の抱える課題やそれぞれの法人ができるサービスについて共有している。
高齢者等への送迎を行い買物支援等を分担して行っている。また、児童生徒の夏休みや冬休みに調理実習等の子供会行事を開催してい
る。
　しかし、地域の具体的な福祉ニーズ・生活課題等を把握するための仕組みを整備することが望まれれる。

II-４-(3)-②　地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が行われている。

　把握した地域の具体的な福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が十分ではない。
　地元自治体等と連携して人権擁護プランターの配布や戦没者追悼式典における花を届ける等幅広く地域の行事に関わり地域コミュニ
ティの活性化に貢献している。
　福祉避難所として被災時における福祉的な支援を必要とする人々の安全・安心のための備えを行っている。
　しかし、事業所が有する福祉サービスの提供に関するノウハウを地域に還元する取組を積極的に行われていないことから検討が求めら
れる。
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29 ａ

第三者評価結果

30 ａ

31 ａ

32 ａ

第三者評価結果

33 ａ

III-１-(2)-②　福祉サービスの開始・変更にあたり利用者等にわかりやすく説明している。

＜コメント31＞
　福祉サービス開始・変更時の同意を得るにあたり、組織が定める様式にもとづき利用者や家族等に説明を行っていない。
　サービスの開始・変更時に契約書、契約書別紙、重要事項説明書を用いて、利用者及び家族の同意を得たうえで手続きを進めている。
すべての書類にはルビを付け、障がいの状況に応じて、写真やスライドを用いたパンフレットを活用するなど、分かりやすい説明を行って
いる。

III-１-(2)-③　福祉施設・事業所の変更や家庭への移行等にあたり福祉サービスの継続
性に配慮した対応を行っている。

＜コメント32＞
　福祉サービスの内容や福祉施設・事業所の変更、地域・家庭への移行等にあたり福祉サービスの継続性に配慮している。
　施設退所時マニュアルを整備している。退所者の多くが就職を希望しているため、引継ぎ用のフェイスシートを作成し、企業や就労関係
機関への情報提供、就職後の支援に関する移行支援会議も開催している。他施設・家庭への移行についても同様の手順を踏んでいる。
　退所後も安心して相談できるよう、就職後相談窓口のことを説明し、内容のわかる文書を渡して、継続的な支援体制を整えている。

III-１-(3)　利用者満足の向上に努めている。

III-１-(1)-②　利用者のプライバシー保護に配慮した福祉サービス提供が行われている。

＜コメント29＞
　利用者のプライバシー保護に関する規程・マニュアル等を整備し、利用者のプライバシーに配慮した福祉サービス提供が行われている。
　法人のコンプライアンスを基本方針とし、プライバシー保護マニュアルを整備し、個人情報の適切な管理に努めている。
　虐待防止については、法人の虐待防止規程を基に、施設独自の虐待防止フローチャート及び苦情解決の流れを作成し、職員への周知
と実践を徹底している。
　虐待の防止・早期発見については、利用者・職員それぞれのチェックリストの活用、ヒヤリハット事例の記録、意見箱の設置など、多様な
取組を行っている。
　利用者の肖像権について、使用確認を文書で行い、また、障がいの特性に応じた環境整備として、パーテーションの設置や個室対応、相
談室利用時の名札掲示、ベッド使用時のカーテン活用など、プライバシー保護に配慮している。

III-１-(2)　福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。

III-１-(2)-①　利用希望者に対して福祉サービス選択に必要な情報を積極的に提供して
いる。

＜コメント30＞
　利用希望者が福祉サービスを選択するために必要な情報を積極的に提供している。
　施設パンフレットを矢巾町役場福祉窓口、施設玄関に配置し、地域住民や関係機関への情報提供に努めている。
　ホームページでは施設紹介を掲載し、ブログを通じて日々の活動の様子を発信することで、施設の取り組みを広く周知している。
　見学者や実習生の受け入れに際してのマニュアルを作成し、円滑な対応ができるよう整えている。
　説明時にはパンフレットや施設紹介資料を活用し、写真やイラストを用いた分かりやすいパンフレットを提供するほか、活動内容の写真を
パソコンで紹介するなど、理解しやすい工夫がされている。
　パンフレットやホームページの内容については担当者を配置し、情報の正確性と最新性を保つため、随時見直しを実施されている。

III-１-(3)-①　利用者満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取組を行っている。

＜コメント33＞
　利用者満足を把握する仕組みを整備し、利用者満足の結果を踏まえて、その向上に向けた取組を行っている。
　利用者満足を希望する利用者一人ひとりの声を大切にすることを基本方針とし、毎月の聞き取りをチェックリスト形式で実施している。得
られた意見や要望は主任以上の職員に回覧し、職員会議で共有・検討のうえ、解決に向けた対応を行っている。サークル活動の中で懇談
会を開催し、利用者との対話の場を設け、日常的なニーズ把握に努めている。直接話しづらい利用者にも配慮し、意見箱を設置するなど、
意見を出しやすい環境づくりに工夫している。年2回食事の嗜好調査を行っているほか、年間のサークル活動や健康運動活動も、アンケー
ト等で利用者の希望を尊重した内容で実施している。
　委員会活動においても、担当者は利用者同士の話し合いで決定し、毎月の委員会に利用者が参加し、特に行事委員会では、利用者が
中心となって企画を進めるなど、主体的な活動が展開され、委員会の報告や連絡事項は全体朝礼で共有し、職員・利用者間の情報共有
を図っている。
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第三者評価結果

34 ａ

35 ａ

36 ａ

第三者評価結果

37 ａ

38 ａ

III-１-(4)-②　利用者が相談や意見を述べやすい環境を整備し、利用者等に周知してい
る。

　利用者が相談したり意見を述べたい時に方法や相手を選択できる環境が整備され、そのことを利用者に伝えるための取組が行われてい
る。
　毎月利用者一人ひとりにチェックリストに基づいて聞き取りを行っている。直接言いにくい相談や意見を聴取するために意見箱やヒヤリ
ハットボックスを設置している。利用者との懇談会も開催している。
　また、重要事項説明書に相談するための窓口、担当者、第三者委員、矢巾町社会福祉協議会、岩手県福祉サービス適正化委員会を明
記し、施設利用時に説明している。個別のスペースを確保して、話しやすいように配慮している。

III-１-(4)-③　利用者からの相談や意見に対して、組織的かつ迅速に対応している。

　利用者からの相談や意見を積極的に把握し、組織的かつ迅速に対応している。
　利用者から相談や意見を受けた際の手順書（相談対応マニュアル）を整備している。毎月、利用者チェックリストで聞き取りを行い、利用
者の意見の傾聴に努めている。直接言いづらい利用者には意見箱やヒヤリハット箱を設置して、匿名で意見を述べやすいよう配慮してい
る。日々あげられた要望は、朝礼・終礼において職員へ報告し利用者と話し合いを行っている。職員会議や支援会議で検討し、利用者へ
フィードバックしている。出された意見によっては、苦情解決・虐待防止委員会で第三者委員に報告している。

III-１-(5)　安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。

III-１-(4)　利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。

III-１-(4)-①　苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能している。

　苦情解決の仕組みが確立され利用者等に周知する取組が行われているとともに、苦情解決の仕組みが機能している。
　苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員を設置、また、苦情解決の流れを掲示している。苦情を申し出しやすい取り組みとして、
毎月利用者にチェックリストを用いて聞き取りを実施し、意見箱（あなたの声を聞かせてください）も設置している。ヒヤリハット用紙も利用者
が記入しやすい場所に設置している。苦情があった際は、苦情解決・虐待防止委員会を開催している。苦情受付担当者は、苦情内容や経
過、解決策等を記録し、利用者・家族への説明も行っている。苦情内容は職員へも朝、夕会で報告し周知を図っている。苦情報告は、利用
者・家族へ配布しフィードバックを行い、法人の広報誌に件数を公表している。虐待防止・苦情に関しても随時勉強会を行っており、毎月職
員の虐待防止チェックリストで意識づけを行いサービスの質の向上を図っている。

III-１-(5)-①　安心・安全な福祉サービスの提供を目的とするリスクマネジメント体制が構
築されている。

＜コメント37＞
　リスクマネジメント体制を構築し、利用者の安心と安全を脅かす事例の収集と要因分析と対応策の検討・実施が行われている。
　リスクマネジメントに関する責任者を配置し、利用者の参画のもとリスクマネジメント委員会（以下「委員会」という）を毎月開催している。
　委員会では報告書を作成し、職員会議で共有するほか、啓発活動として利用者主体によるポスターの作成・掲示や、朝礼時の呼びかけ
を行い、安全意識の向上を図っている。事故発生時には、定められた手順書に沿って対応を行い、職員へは委員会報告を通じて周知して
いる。
　職員用のインシデント・アクシデント記録用紙、利用者用のヒヤリハット記入用紙と専用ボックスを設置し、誰もが記入しやすい環境づくり
に配慮している。リスクに対する意識の向上を目的に強化月間を設け、意見が出しやすい工夫を行っているほか、全利用者・職員参加に
よるKYT（危険予知訓練）研修会を実施し、積極的な予防活動に取り組んでいる。年度末にはインシデント・アクシデントの集計を行い、
データ化した内容を事業報告書にて周知を図っている。

III-１-(5)-②　感染症の予防や発生時における利用者の安全確保のための体制を整備
し、取組を行っている。

＜コメント38＞
　感染症の予防策が講じられ、発生時等の緊急時の利用者の安全確保について組織として体制を整備し、取組を行っている。
　感染対策に関する責任と役割については、業務分担と感染症発症時の対応フローチャートにより明示するとともに「感染対策マニュア
ル」を整備している。これらの内容を職員会議や全体朝礼を通じて周知を図り、職員全体で意識共有を図っている。毎月感染対策委員会
を開催し、利用者の参画も得ながら、予防策の検討や改善に向けた話し合いを行っている。手洗い・うがい・消毒の励行については、掲示
物の活用や職員による声かけを通じて、日常的に衛生管理に努めている。
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39 ａ

第三者評価結果

40 ｂ

41 ａ

第三者評価結果

42 ｂ

43 ｂ

第三者評価結果

44 ａ

　地震、津波、豪雨、大雪等の災害に対して、利用者の安全確保のための取組を組織的に行っている。
　災害時の避難体制についてのマニュアルが整備され、定期的に避難訓練（火災・地震・水害時）を実施している。地域住民等と連携した
避難訓練も実施している。防災委員会では、利用者参画のもと会議を開催し取り組みを行っている。職員の緊急時連絡体系図も作成し、
その訓練も実施している。緊急時に備えての備蓄リストを作成し、管理者を決めて備蓄を整備している。法人緊急連絡用として一斉メール
RAIDENNを導入し、災害時の利用者、職員の安否確認等を行っている。

III-２　福祉サービスの質の確保

III-２-(1)　提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。

III-２-(1)-①　提供する福祉サービスについて標準的な実施方法が文書化され福祉サー
ビスが提供されている。

＜コメント40＞
　提供する福祉サービスについて、標準的な実施方法が文書化されているが、それにもとづいた福祉サービスの実施が十分ではない。
　各支援マニュアル（日課、送迎、朝礼、食事、排せつ等）が整備され、障がいの特性に配慮したサービスを提供している。プライバシー保
護については、専用のマニュアルを整備するとともに関係する支援マニュアルに配慮している。権利擁護については、指針を作成し、身体
拘束については、毎月、施設サービス委員会でその状況を検討する機会を設け、職員会議で周知を図っている。
　支援内容の周知については、新任職員研修や個別指導、定期的な支援会議、朝夕のミーティング、モニタリングを通じて、職員間で情報
共有を図る仕組みを整えている。ただし、フローチャート式のマニュアルについては、より適切な表現が望まれる。

III-１-(5)-③　災害時における利用者の安全確保のための取組を組織的に行っている。

III-２-(3)-①　利用者に関する福祉サービス実施状況の記録が適切に行われ、職員間で
共有化されている。

　利用者一人ひとりの福祉サービス実施計画の実施状況が適切に記録され、職員間で共有化されている。
　利用者状況については、パソコンの福祉業務支援ソフトウエア「ほのぼの」ネットワークを利用し、職員間の情報共有されている。日々の
利用者の状況は、朝夕会及び業務日誌、連絡簿にて報告・情報の周知を図り、支援会議を随時行い記録を回覧し、必要な情報が的確に
届く仕組みとなっている。

III-２-(2)-②　定期的に個別支援計画の評価・見直しを行っている。

　福祉サービス実施計画について、実施状況の評価と計画の見直しに関する手順と組織として定めて実施しているが、十分ではない。
　個別支援計画の評価見直しは、就労移行3か月、就労支援事業所Ｂ型及び生活介護は6か月で、モニタリング手順書に沿って実施し、利
用者によっては家族の同席のうえ行われている。モニタリング会議は、原則職員全員参加としているが、実態は全員参加ではなく、報告書
も全員回覧になっていないので、全職員への周知が望まれる。

III-２-(3)　福祉サービス実施の記録が適切に行われている。

III-２-(1)-②　標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確立している。

＜コメント41＞
　標準的な実施方法について定期的に検証し、必要な見直しを組織的に実施できるよう仕組みを定め、仕組みのもとに検証・見直しを行っ
ている。
　各種マニュアル等については、必要に応じて、施設長、支援課長及び主任の三者で随時（年度末が多い）協議し、その結果を職員へ周
知のうえ、マニュアルの作成、更新を行っている。送迎に関しては、利用者の要望や状況の変化に柔軟に対応し、必要に応じて見直しを実
施している。

III-２-(2)　適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。

III-２-(2)-①　アセスメントにもとづく個別支援計画を適切に策定している。

　利用者一人ひとりの福祉サービス実施計画を策定するための体制が確立しいるが、取組が十分ではない。
　業務分担表で個別支援計画責任者を設置し、アセスメントについては、個別支援計画策定マニュアルやモニタリング手順に沿い随時実
施している。しかし、さまざまな職種による関係職員の合議については、職種を広げての合議が望まれる。
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45 ａ

第三者評価結果

A1 ａ

第三者評価結果

A2 ｃ

第三者評価結果

A3 ａ

A4 ａ

III-２-(3)-②　利用者に関する記録の管理体制が確立している。

　利用者に関する記録の管理について規程が定められ、適切に管理が行われている。
　「個人情報管理規程」で利用者の記録の取扱い等について定めている（記録の保管11条、記録の廃棄13条、記録の開示15条）。　職員
に同規程を配付し、新任職員研修では同規程を説明している。利用者や家族へは契約時に重要事項説明書により説明している。

＜コメント3＞
　利用者の自律・自立生活のための支援を行っている。
　行政手続き等においては、相談支援員と連携しつつ、区分認定調査や介護保険への移行手続きへの対応、必要に応じた同行支援を実
施している。利用者の生活状況に対する支援も迅速であり、入院時に家族や関係機関と密に連絡を取り、退院後の生活環境を調整した具
体例が確認できる。また、就労移行利用者には就労を見据えたアセスメント様式を使用するなど、利用者の意向と障害特性に沿った個別
支援計画を作成し、自立生活のための支援を行っている。将来の地域生活を見据え、グループホーム入居に向けた他機関との連携や、
就労アセスメントを通じた自律への動機付けを支援計画に基づき実践している。

Ａ-２-(1)-②　利用者の心身の状況に応じたコミュニケーション手段の確保と必要な支援
を行っている。

＜コメント４＞
　利用者の心身の状況に応じたコミュニケーション手段の確保と必要な支援を行っている。
　文字による理解が困難な利用者に対し、1日の活動を写真やイラストで示すマカトンカードを用いて視覚支援を行っている。抽象的な表現
を避け、具体的なツールを用いることで利用者が見通しを立てやすくし、不安の軽減と作業効率の向上につなげている。当初は絵カードの
使用を検討していた利用者が、小声での対話が可能になった事例も個別支援計画に記録されており、能力向上に向けた継続的な関わり
が認められる。また、LINEを用いた相談対応や、イヤーマフの使用、クールダウン場所の確保など、心身の状況に合わせた個別配慮も
行っている。

Ａ-１-(2)-①　利用者の権利擁護に関する取組が徹底されている。

＜コメント２＞
　利用者の権利擁護に関する取組が十分ではない。
　権利擁護に関する規程や虐待防止指針、身体拘束等適正化のための指針が新たに整備された点は、組織的な基盤を整えている。身体
拘束について、実態のない同意書を廃止し、支援の必要性を説明したことを示す説明内容の確認書へと見直すなど、実態に即した運用改
善が図られている。また、毎月利用者チェックリストを活用して権利侵害の防止や苦情の早期発見に努める体制が構築されている。
　一方で、虐待発生時等の行政への報告手順において、担当部署や電話番号などの具体的な連絡先がマニュアルやフローチャートに明
文化されていない。緊急時に誰もが迷わず迅速に行動するためには、これらの外部窓口情報を具体的に追記することが不可欠である。身
体拘束の説明プロセスにおいても、単なる確認にとどまらず、本人の意向をどのように汲み取ったかをより明確に記録に残すなど、マニュ
アルの具体性をさらに高める取り組みを期待する。

Ａ-２  生活支援

A-２-(1)　支援の基本

Ａ-２-(1)-①　利用者の自律・自立生活のための支援を行っている。

Ａ-１  利用者の尊重と権利擁護

A-１-(1)　自己決定の尊重

Ａ-１-(1)-①　利用者の自己決定を尊重した個別支援と取組を行っている。

＜コメント１＞
　利用者の自己決定を尊重した個別支援と取組を行っている。
　利用者の代表が自ら事務室で欠席者や作業内容をメモし、進行・伝達を担う利用者主体の朝礼が定着している。リスクマネジメント委員
会や給食委員会では、自ら目標設定や献立への意見表明を行い、運営に参画する実感を醸成している。就労への意識付けとしてタイム
カードなどの利用者用出勤簿を自ら記入する仕組みを導入し、働く主体としての自覚を促している。個々の特性に応じた合理的配慮も徹
底されており、音に敏感な利用者へのラジオ使用許可や、安心感を高めるため好きな新幹線が見える窓側の席を配置するなどの工夫が
随所に見られる。また、KYTを工賃減少を防ぐための感染症予防やメンタルヘルス対策にまで活用する点は、エンパワメントに直結する優
れた取り組みである。現在、アセスメント様式の刷新が進んでおり、意向と専門的視点から抽出した課題を計画に連動させる体制に取り組
んでいる。

A-１-(2)　権利擁護
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A5 ａ

A6 ｂ

A7 ａ

第三者評価結果

A8 ａ

第三者評価結果

A9 ａ

＜コメント７＞
　利用者の障害の状況に応じた適切な支援を行っている。
　職員の専門性向上と、それを実際の支援にいかす工夫がされている。強度行動障害研修への参加や支援困難事例検討部会への出席
など標準的な取り組みに加え、リスクマネジメント手法であるKYT（危険予知トレーニング）をメンタルヘルスや感染症予防にまで応用してい
る点が特筆される。具体的には、YouTubeの活用など、利用者が視覚的かつ楽しみながら理解できる工夫がされて、専門知識を一方的に
提供するのではなく、利用者が自分事として捉えられるようにしている。
　また、利用者の障害特性に応じた個別支援も適切に実践されている。音に敏感な利用者に対するイヤーマフの使用や、視線の気になら
ない座席配置（パーテーションの活用）など、具体的な環境調整がモニタリングに基づき実施されている。不適応行動に対しても、単なる制
止ではなく本人の意向や特性を理解した上での対応がされており、これらは個別支援計画やケース記録にも明記されている。

A-２-(2)　日常的な生活支援

Ａ-２-(2)-①　個別支援計画にもとづく日常的な生活支援を行っている。

　個別支援計画にもとづく日常的な生活支援を行っている。
　食事、排泄、移動などの基本的な生活動作に対し、個別の誘導方法や介助手順を記した個別ケアの情報が整備・共有されており、一貫
性のある支援が行える体制が整っている。食事面では定期的に嗜好アンケートを実施し、利用者の好みを反映した献立作りに努めてい
る。また、生活介護の利用者であっても、作業工程を細分化することでフルーツキャップの組み立て等の生産活動に参加できるよう配慮し
ている。これにより、単なる介助の受け手にとどまらず、利用者の自信につながる支援が実践されている。さらに、70代の高齢利用者に対
しても、年齢による介護保険サービスへの変更を一律に行うのではなく、本人の意向とニーズを最優先に、無理のない範囲で活動への参
加を促し、生きがいの創出に繋げている点も高く評価できる。

A-２-(3)　生活環境

Ａ-２-(1)-③　利用者の意思を尊重する支援としての相談等を適切に行っている。

　利用者の意思を尊重する支援としての相談等を適切に行っている。
　月1回の利用者チェックリストや、意見交換の場であるサークルを通じて、日常的な悩みや要望をきめ細かく把握する体制が整っている。
出された要望に対して、どのように検討し対応したかを掲示板に掲載し回答している。自分の意見が反映されるという利用者の信頼感醸
成に寄与していると言える。
　相談内容はサービス管理責任者を中心に職員間で共有されており、必要に応じて座席の配置変更といった環境調整や個別支援計画へ
の反映が適切に行われている。

Ａ-２-(1)-④　個別支援計画にもとづく日中活動と利用支援等を行っている。

＜コメント６＞
　個別支援計画にもとづく日中活動と利用支援等を行っているが、十分ではない。
　本人のニーズに基づいた計画策定と6か月ごとのモニタリングが定着しており、活動プログラムの検討や見直しが適切に行われている。
音に敏感な利用者に対するイヤーマフの使用許可や、視覚的な支援ツールを用いた見通しの確保など、個々の障害特性に応じた環境調
整が随所に見られる。
　一方で、サービス内容に合わせた新様式への刷新が進められているものの、現在は複数の様式が混在しており、アセスメントからニーズ
を抽出する過程が標準化されていない点が課題である。現状では、どの項目からどのような課題を読み取るかが職員個人の経験や知識
に依存しており、組織全体として一貫性のあるニーズ把握体制は確立の途上にある。新様式の運用を定着させ、専門的視点に基づいた
ニーズ抽出と支援内容の連動性をより明確に構築していく余地がある。

Ａ-２-(1)-⑤　利用者の障害の状況に応じた適切な支援を行っている。

Ａ-２-(3)-①　利用者の快適性と安心・安全に配慮した生活環境が確保されている。

＜コメント９＞
　利用者の快適性と安心・安全に配慮した生活環境が確保されている。
　音に敏感な利用者へのラジオやイヤホンの使用、人の動きが気になる利用者へのパーテーション設置による視線の遮断など、ハード・ソ
フト両面での環境が整備されている。特に、好きな新幹線が見える窓側の席を配置することで、利用者の安心感とモチベーションを高める
工夫を行っている。
　生活環境に関する意向把握については、環境に特化したアンケートは行っていないものの、月1回の利用者チェックリストや個別面談を
通じて包括的に聞き取り、自分で表明できない利用者には家族から聞き取る体制を整えている。
　また、事務室と作業場を隣接させることで、利用者の突発的な変化に即座に駆けつけられる体制を敷いている。個人ロッカーやタイム
カードの整備によりオンとオフの意識を行うことができるように支援している。
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第三者評価結果

A10 ａ

第三者評価結果

A11 ａ

A12 ｂ

第三者評価結果

A13 ａ

A-２-(5)　健康管理・医療的な支援

Ａ-２-(5)-①　利用者の健康状態の把握と体調変化時の迅速な対応等を適切に行ってい
る。

＜コメント11＞
　利用者の健康状態の把握と体調変化時の迅速な対応等を適切に行っている。
　カルテ診療では、医師が直接診察するだけでなく、看護師が収集した医学情報に基づいた専門的な助言や指示が行われている。健康増
進の取組として、KYT（危険予知トレーニング）を健康管理に応用している。利用者が風邪を引かないためにどう行動すべきかを自ら考える
機会を設けるなど、予防的観点からの優れた健康教育が実践されている。また、カニューレ管理、てんかん対応、シャント管理など、配慮
を要する医学情報については個別の対応フローが整備されており、低血糖時の対処方法といった個別指導の形跡も確認できる。
　体調変化時の迅速な対応手順についても、看護師との連携を明記した急変時対応マニュアルとして新たに整備されている。

Ａ-２-(5)-②　医療的な支援が適切な手順と安全管理体制のもとに提供されている。

A-２-(4) 　機能訓練・生活訓練

Ａ-２-(4)-①　利用者の心身の状況に応じた機能訓練・生活訓練を行っている。

＜コメント10＞
　利用者の心身の状況に応じた機能訓練・生活訓練を行っている。
　清掃や茶碗洗い当番などの具体的な役割を割り当てることで、利用者の責任感を養い、生活スキルの向上を図っている。場面緘黙など
特性を持つ利用者に対し、ノートやLINEなどのICTを代替手段として活用し、生活相談などの支援も行っている。
　LINEを用いた相談対応は、本人の孤独感や不安を解消し、心理的な安定を支える有効なツールとして機能している。一方で、時間外の
関わりやプライバシー保護、支援の境界線といった運用上の課題も職員間で議論されており、先進的な試みに伴うリスク管理にも意識が
向けられている。個別支援計画やケース記録からは、これらの訓練が個々の計画に基づいて実施され、モニタリングを通じて状況が把握
されていることが確認できる。

＜コメント12＞
　医療的な支援が適切な手順と安全管理体制のもとに提供されているが、十分ではない。
　医療的ケアを必要とする利用者が増加している現状に対し、看護師を中心とした個別対応や協力医との連携は適切に行われている。カ
ニューレの取り扱いやシャント管理など、個々の医学的状況に応じた支援が展開されており、保護者からも高い信頼を得ている。
　しかし、組織的な管理体制の明文化には課題が残る。業務分掌や組織図において管理者である施設長の責任の所在や医療安全管理
体制が明確に規定・文書化されていない。現場での処置が医師の指示に基づき安全に行われていても、それが組織の正式な方針やマ
ニュアルとして体系化されていないため、安全管理の根拠が不明確な状態にある。また、医療的支援に関する職員研修も属人的な実施に
とどまっており、組織として定期的な教育機会を確保する必要がある。
　今後、これらの医療安全管理体制を整備し、医療的ケアを確実に担保できることを対外的に周知することにより、医療的ニーズを理由に
利用を躊躇している新たな利用者の掘り起こしにつながる可能性があり、地域における医療と福祉の双方に対応可能な施設としての評価
をさらに高めることが期待される。

A-２-(6)　社会参加、学習支援

Ａ-２-(6)-①　利用者の希望と意向を尊重した社会参加や学習のための支援を行ってい
る。

＜コメント13＞
　利用者の希望と意向を尊重した社会参加や学習のための支援を行っている。
　新型コロナウイルス禍による制限を乗り越え、外部との交流や体験、学習の機会を積極的に提供している。具体的な活動として、人権の
花事業や地域のゴミ拾い活動への参加、地域の夏祭りや他施設（モルゲンロート等）への見学研修など、社会との接点を持つ機会が多く
確保されている。
　利用者の希望や意向の把握については、アセスメントの一環として適切に聞き取りが行われており、その結果が個別支援計画に反映さ
れている。また、年2回の家族会やモニタリングへの家族同席を通じて、本人だけでなく家族の意向も丁寧に聞き取る体制が定着してい
る。本人の意向確認に基づいた計画策定と支援が実効性を持って運用されており、事業特性に合わせた社会参加支援の形が確立されて
いる。
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第三者評価結果

A14 ａ

第三者評価結果

A15 ａ

第三者評価結果

A16 非該当

第三者評価結果

A17 ａ

Ａ-３  発達支援

Ａ-４  就労支援

Ａ-２-(7)-①　利用者の希望と意向を尊重した地域生活への移行や地域生活のための支
援を行っている。

　利用者の希望と意向を尊重した地域生活への移行や地域生活のための支援を行っている。
　従来の入所施設向けアセスメントを刷新して、就労移行や就労継続事業B型等のサービス内容に合わせた新アセスメント様式の導入を
進めており、これにより、地域生活に必要な社会資源の把握や、一般就労後の生活を具体的に想定した実践的な訓練・準備が可能となっ
ている
　実際の支援においても、家族との調整を経てグループホームへの入居と一般就労を実現した事例が確認されており、就職後もアフター
ケアを含めた継続的な生活相談に応じている。また、ハローワークや障害者就業・生活支援センター、他事業所等の外部機関と密に連携
し、見学や実習などの多様な体験機会を設けている。

A-２-(8)　家族等との連携・交流と家族支援

Ａ-２-(8)-①　利用者の家族等との連携・交流と家族支援を行っている。

＜コメント15＞
　利用者の家族等との連携・交流と家族支援を行っている。
　個別支援計画の策定・モニタリング時には家族の同席を基本としており、本人、家族、相談支援専門員が一体となって意向を共有し、家
庭と施設での様子を密に反映させた支援が行われている。意見交換の場として年2回の家族役員会を開催しているほか、総会への出席率
が約25％にとどまる現状に対し、欠席者へ報告書を送付して情報共有も適切に行われている。
　家族支援の面では、家族旅行の実施が好評を得ているほか、特に相続や成年後見制度の利用等を含めた親亡き後の生活に対する家
族の不安に対し、外部講師を招いた研修会の実施や個別相談への対応を行っている。個別支援計画のプロセスを通じて家族の意向を丁
寧に聞き取り、計画に反映させている。

A-２-(7)　地域生活への移行と地域生活の支援

A-４-(1)　就労支援

Ａ-４-(1)-①　利用者の働く力や可能性を尊重した就労支援を行っている。

＜コメント17＞
　利用者の働く力や可能性を尊重した就労支援を行っている。
　就労移行支援事業では、フルーツキャップの加工、ワインキャップの保護材作成、寿司箱の組み立てといった多種多様な作業を通じ、納
期遵守や異物混入防止のためのヘアキャップ着用等の品質管理を含めた職業習慣を養う訓練が行われている。
　また、リスクマネジメント委員会において、利用者が自ら職場適応のための「静かに作業する」「作業スピードを上げる」等といった目標を
立て、主体的に取り組んでいることにより、単に作業をこなすだけでなく、自己管理能力を高める質の高い支援が実現している。また、レス
トラン運営等においても、接客が苦手な利用者には調理や盛り付けといった業務の切り出しを行い、個々の適性に応じた役割を提供して
いる。
　具体的な成果として、感情のコントロールや荷物の整理に課題があった利用者が、新たなアセスメントに基づき課題を抽出・整理すること
で就労へと繋がった事例が確認された。実習段階から本人の適性を慎重に評価し、ハローワークや障害者就業・生活支援センター等の外
部機関と密に連携する体制が整っているため、就職後の高い定着率を実現している。

A-３-(1)　発達支援

Ａ-３-(1)-①　子どもの障害の状況や発達過程等に応じた発達支援を行っている。

＜コメント16＞
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A18 ｂ

A19 ａＡ-４-(1)-③　職場開拓と就職活動の支援、定着支援等の取組や工夫を行っている。

＜コメント19＞
　職場開拓と就職活動の支援、定着支援等の取組や工夫を行っている。
　地域の企業やハローワーク、障害者就業・生活支援センター、特別支援学校等とは、就労分科会などの枠組みを通じて関係を構築して
おり、状況に応じて連携が緊密に行われている。
　特に職場定着支援においては、長期就労継続事例がみられる。定着に向けた支援は、定期的な職場訪問や面談といった標準的な手法
に加え、法人端末のLINEを活用した相談体制を構築している。これにより、利用者が就業時間外に抱く不安や孤立感を早期に解消できる
多様なセーフティネットに取り組んでいる。
　企業側に対する合理的配慮の促進についても、具体的な工夫が見られる。例えば、難聴の利用者への支援において、言葉による説明だ
けでなく写真付きの補助資料を用いて企業側へ配慮事項を説明するなど、視覚的で分かりやすい提案を通じて企業との良好な関係づくり
に努めている。

Ａ-４-(1)-②　利用者に応じて適切な仕事内容等となるように取組と配慮を行っている。

＜コメント18＞
　利用者に応じて適切な仕事内容等となるように取組と配慮を行っているが、十分ではない。
　利用者の意向や障害の特性に応じ、本体施設、レストランあいのの、給食センターの3部門において、多様な就労機会が提供されてい
る。能力的に困難と思われる部署を希望する場合でも、まずは見学や体験を実施し、本人の適性に合わせて業務を細分化して切り出すな
どの柔軟な工夫がなされている。
　工賃に関しては、出勤日数や作業評価を反映した点数制による算定基準が設けられており、評価面談を通じてその内容が本人に共有さ
れている。現在の平均工賃は全国平均を下回っているため、全国平均を目標とした受注確保の努力が継続されている。労働安全衛生の
面では、ヘアキャップの着用徹底やタイムカードを用いた意識付けなど基本的な労働習慣が確立されている。
　しかし、工賃の算定根拠を利用者に分かりやすく説明し、納得感を得るための取り組みについては不十分な点が見受けられる。工賃の
算定式が複雑である一方で、視覚的に理解しやすい工賃表や説明資料を準備し同意を得ることが望まれる。
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